
姫路市小児慢性特定疾病児童等療養生活支援事業実施要綱 

 

平成２９年 ７月 １日制定 

令和 元年１０月 １日改正 

令和 ２年 ３月３１日改正 

令和 ２年 ４月 １日改正 

令和 ３年 ３月１９日改正 

令和 ３年 ９月２４日改正 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。） 

 第６条の２第２項に規定する小児慢性特定疾病児童等（以下「小慢児童等」という。） 

 が居宅において介護を受けることが一時的に困難となった場合に同法第１９条の２

２第２項第１号に基づき、当該小慢児童等を居宅において一時的に介護者に代わっ

て、必要な療養上の看護、日常生活の世話、その他必要な支援（医師の指示による

医療行為及び入浴等人員を要する行為等を除く。）（以下「療養生活支援」という。）

を実施することにより、小慢児童等を介護する家族等の負担を軽減し、小慢児童等

及びその家族の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 （実施方法） 

第２条 この事業は、市が第４条に規定する訪問看護事業者と療養生活支援の実施に

ついて委託契約を締結し、療養生活支援の利用実績に応じて委託料を支払うことに

より実施する。 

 （対象者） 

第３条 療養生活支援を利用することができる者（以下「対象者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当する小慢児童等とする。 

 (1) 姫路市に住所を有すること。 

  (2) 医療的ケアが必要であり、訪問看護を現に利用し、又は訪問看護を利用する必

要があること。 



    (3) 小慢児童等の介護を行う者が休養をとる必要が生じたこと、病気にかかった

ことその他の理由により、居宅において介護を受けることが一時的に困難となっ

たこと。 

 （実施訪問看護事業者） 

第４条 療養生活支援を受託することができる訪問看護事業者は、指定小児慢性特定

疾病医療機関（児童福祉法第６条の２第２項に規定する小児慢性特定疾病をいう。

以下同じ。）とする。 

２ 療養生活支援を受託しようとする指定小児慢性特定疾病医療機関は、姫路市小児

慢性特定疾病児童等療養生活支援事業実施届出書（様式第１号）を市長に提出する

ものとする。 

３ 市長は、前項の申出書を受領したときは遅滞なく、当該指定小児慢性特定疾病医

療機関と委託契約を締結するものとする。 

 （利用申請） 

第５条 療養生活支援を利用しようとする対象者の保護者（以下「申請者」という。）

は、あらかじめ、小児慢性特定疾病児童等療養生活支援申請書（様式第２号）を市

長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、療養生活支援の利用の

承認又は不承認を決定する。 

３ 市長は、前項の決定をしたときは、小児慢性特定疾病児童等療養生活支援利用承

認通知書兼利用券（様式第３号）（以下「利用券」という。）又は小児慢性特定疾病

児童等療養生活支援利用不承認通知書（様式第４号）により申請者に通知するもの

とする。 

４ 療養生活支援を利用することができる時間数は、年度毎に対象者１人当たり９８

時間以内とし、１回当たり７時間以内とする。 

５ 療養生活支援の利用を承認した場合における当該承認の期間は、市長が当該利用

の承認をした日の属する年度末日までとする。 

 （契約訪問看護事業者への申込） 

第６条 前条第２項の規定による利用の承認を受けた保護者（以下「利用者」という。）



は、第４条第３項の規定により委託契約を締結した指定小児慢性特定疾病医療機関

（以下「契約訪問看護事業者」という。）あらかじめに連絡の上、小児慢性特定疾

病児童等療養生活支援利用申込書（様式第５号）に利用券を添えて、直接申し込む

ものとする。 

２ 契約訪問看護事業者は、利用申込書を受理したときは、その利用について調整を

行い、受入の可否について利用申込書に記入し、その写しを市長に提出するものと

する。 

（療養生活支援の終了） 

第７条 契約訪問看護事業者は、対象者の療養生活支援が終了したときは、利用券に

利用年月日、時間、時間残数及び訪問看護事業者名を記入し、利用者に返却するも

のとする。 

（委託料の額） 

第８条 療養生活支援の実施に係る委託料の額は、別表第１のとおりとする。 

(委託料の請求) 

第９条 契約訪問看護事業者は、対象者の療養生活支援を実施したときは、実施日の

属する月の翌月に小児慢性特定疾病児童等療養生活支援実施報告書（様式第６号）

及び小児慢性特定疾病児童等療養生活支援委託料請求書（様式第７号）を市長に提

出し、委託料を請求をするものとする。 

２ 市長は、前項の請求を受けたときは、速やかに委託料を支払うものとする。 

 （利用者負担額） 

第１０条 利用者は、対象者が療養生活支援を利用したときは、別表第２に掲げる利

用者負担額を市長の請求に基づき支払うものとする。 

 （変更の届出等） 

第１１条 利用者は、次に掲げる事項に変更が生じた場合は、速やかに小児慢性特定

疾病児童等療養生活支援利用資格変更届（様式第８号）を市長に提出するものとす

る。 

 (1) 対象者の氏名、住所又は連絡先 

 (2) 対象者の主な介護者の氏名、性別、生年月日又は小慢児童等との続柄 



２ 利用者は、利用券を紛失し、又は破損し、若しくは汚損したときは、小児慢性特

定疾病児童等療養生活支援利用券再交付申請書（様式第９号）を市長に提出し、再

交付を受けるものとする。 

 （利用の承認の取消し等） 

第１２条 市長は、次のいずれかに該当すると認めたときは、第６条第２項の規定に

よる承認を取り消すことがある。 

 (1) 小慢児童等が第３条各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。 

 (2) 利用者が偽りその他不正の行為により第６条第２項の規定による承認を受け

たとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しを行ったときは、小児慢性特定疾病児童等療養

生活支援利用承認取消通知書（様式第１０号）により利用者に通知するものとする。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、別に

定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年３月１９日から施行する。 

   附 則 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様



式」という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式による

ものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年９月２４日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様

式」という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式による

ものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 

 

 


